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（序）システム特許という用語は，一定の確立した用

語とまでは言えないが，ここでは特許出願の実務で用

いられているコンピュータシステム関連の特許を言う

う（注．基本テキスト，ソフトウエア関連発明の明細書 1998

年弁理士会研修所）。従って，勿論，インターネット関

連のｅ－ビジネス特許，ビジネス方法特許（ビジネス

モデル特許），ソフトウエア関連特許なども必要に応じ

含まれることになる。 

 本稿では，システム関連特許権の権利行使における

様々な問題点の整理をし，具体的にはビジネス方法特

許権侵害の例を論じ，又将来への課題も指摘してみる。 

 

Ⅰ システム特許概観 
１．システム特許に関する特許庁審査基準 

(1) ソフトウエアに関する審査基準の改正の流れ 

（特許庁） 

（公表年月） 

1975年12月 コンピュータ・プログラムに関する発

明についての審査基準（その１） 

（コンピュータプログラムに関する発

明が「方法」の発明として特許され得

ることを明示） 

1982年12月 マイクロコンピュータ応用技術に関す

る発明についての運用指針 

（マイクロコンピュータ応用技術に関

する「物」（装置）発明は特許され得る

ことを明示） 

1988 年 3月 コンピュータ・ソフトウエア関連発

の審査上の取扱い（案） 

（「その１」と「マイコン指針」の関

を整理） 

1993 年 6月 改定審査基準 第Ⅷ部 特定技術分

の審査基準 

第１章「コンピュータ・ソフトウエ

関連発明」 

（自然法則の利用性の要件を明確化）

1996 年 8月 特定技術分野の審査の運用指針(草案

第１章「コンピュータ・ソフトウエ

関連発明」 

1997 年 2月 特定技術分野の審査の運用指針（確

版） 

2000年12月 「コンピュータ･ソフトウエア関連

明の審査基準」の改訂について 

 

(2) 平成 14 年改正特許法第 2 条 4 項で，物の発明の

にプログラム（ソフト）が含まれることを明文化した

特許出願実務の中で既に実務上プログラムそのもの

発明を認めてきている（前記平成 12年 12 月 28 日，

許庁「コンピュータ・ソフトウエア関連発明の審査

準」の改訂について参照）。 

 尚，著作権法との関係についてであるが，プログ

ムの創作的表現に対しては著作権が発生し，プログ

ムの創作的アイデアに対しては発明性を認めうる，

いうことで権利の仕分けがなされることになる。 

 

２．特許法第 2条 3項にいう実施の該当性 

(1) システム関連特許に関する特許法該当部分につ

ては，平成 14年特許法等の一部改正により（以下改

法という）整備された。 

(2) 平成 14 年改正法は以下のとおりである（平成

年 4月 17日公布）。 
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Ⅱ システム特許権の侵害態様(1)  (定義） 

１．直接侵害の態様  第二条 

 A+B+C からなるシステム特許の直接侵害は，

A+B+C からなる構造のシステムを無断で実施する場

合である。無断実施者の構成 A が A′のような場合，

A′＝A に該当するか否かという解釈論になるが，これ

は通常の特許権侵害解釈論と全く同じ方法により処理

される。A，B，C を構成する部分が異なる者（複数関

与者）による場合については，後述の複数関与者によ

る侵害のところで論じる。 

３．この法律で発明について「実施」とは，次に掲げ

る行為をいう。 

一 物（プログラム等を含む。以下同じ。）の発明に

あっては，その物の生産，使用，譲渡等（譲渡及

び貸渡しをいい，その物がプログラム等である場

合には，電気通信回線を通じた提供を含む。以下

同じ。）若しくは輸入又は譲渡等の申出（譲渡等の

ための展示を含む。以下同じ。）をする行為 

二 方法の発明にあっては，その方法の使用をする

行為 

 

２．間接侵害の態様 

(1) 間接侵害（特許法第 101 条） 三 物を生産する方法の発明にあっては，前号に掲

げるもののほか，その方法により生産した物の使

用，譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申し出をす

る行為 

 平成14年改正特許法第101条は以下のとおりである。 

 （侵害とみなす行為） 

第百一条 次に掲げる行為は，当該特許権又は専用実

施権を侵害するものとみなす。 ４. この法律で「プログラム等」とは，プログラム（電

子計算機に対する指令であって，一の結果を得るこ

とができるように組み合わされたものをいう。以下

この項において同じ。）その他電子計算機による処理

の用に供する情報であってプログラムに準ずるもの

をいう。 

一 特許が物の発明についてされている場合におい

て，業として，その物の生産にのみ用いる物の生

産，譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申出をする

行為 

二 特許が物の発明についてされている場合におい

て，その物の生産に用いる物（日本国内において

広く一般に流通している物を除く｡）であってその

発明による課題の解決に不可欠なものにつき，そ

の発明が特許発明であること及びその物がその発

明の実施に用いられることを知りながら，業とし

て，その生産，譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の

申出をする行為 

(3) I T 化の進展により，インターネットをはじめネッ

ト上の取引き（流通行為）が発明の実施の対象となる

ことを明文化した。すなわち，物の譲渡等（譲渡及び

貸渡しをいう）において電気通信回線を通じた提供を

含むこととした。又譲渡等の申し出行為（展示も含む）

も含まれることとした。 

(4) 要するに，電気通信回線であるインターネット等

双方向通信回線上でプログラム（ソフト）を処理する

行為も発明の実施となりうることとしたわけである。

これには，ASP（アプリケーション サービス プロバ

イダ）型の機能提供サービス行為も含まれる。 

三 特許が方法の発明についてされている場合にお

いて，業として，その方法の使用にのみ用いる物

の生産，譲渡等若しくは輸入又は譲渡等の申出を

する行為 

四 特許が方法の発明についてされている場合にお

いて，その方法の使用に用いる物（日本国内にお

いて広く一般に流通しているものを除く｡）であっ

てその発明による課題の解決に不可欠なものにつ

き，その発明が特許発明であること及びその物が

その発明の実施に用いられることを知りながら，

業として，その生産，譲渡等若しくは輸入又は譲

渡等の申出をする行為 

 発明の実施の中に，インターネット等の電気通信回

線による双方向通信によるプログラムの提供を含むと

改正し，物の発明の中にコンピュータ・プログラム（ソ

フト）が含まれるとしたことによって，システム特許

やプログラム特許の実施の段階（権利行使）について

も権利侵害の場合を明文化して規定したわけである。 

 

 （注．尚本稿においては，特許法第 101 条における
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間接侵害規定の他に外国法制や判例において拡張的間

接侵害類似行為態様として扱っているものもあり，こ

の場合，間接侵害的規定・行為として，この本来の間

接侵害とは必要に応じ区別する。） 

 従って，本条項の改正により，間接侵害認容事例が

更に増加することになる。知的財産権の保護拡大の方

向とも一致する改正ということになろう。 

 間接侵害の判決例の整理については，『知財管理』

Vol.48．No.8「判決例から見た間接侵害についての一

考察」も参照のこと。 

(2) 改正法は，｢発明による課題の解決に不可欠である

こと｣（①不可欠要件）及び｢その発明が特許発明であ

りかつその物がその発明の実施に用いられることを知

りながら｣（②主観的要件）の２つの要件を設けること

で，従来の「のみ」要件の場合以外にも間接侵害にな

りうる，として間接侵害適用範囲を明文上拡大した。 

(5) システム特許に関係した事例について，もう少し

詳しく見てみる。 

 ⅰ コンピュータ・プログラム（ソフト）が物の発明

として明文化されたことにより，プログラム特許を直

接侵害する場合（例えば，インターネットを通じてプ

ログラムを送信する行為そのもの），そのプログラムを

作るために不可欠な加工技術用プログラムやその為の

ハード機器（例えば，これから普及するであろう電子

認証のためのソフトにおける暗号化技術関連のプログ

ラムやハード機器）の生産・販売行為が，これからは

間接侵害として追及し得ることになる。勿論，間接侵

害成立の①不可欠要件と②主観的要件を充足する必要

はある。 

 ①不可欠要件とは何か，であるが「のみ」品とは言

えないが，重要部品にあたる物がかなり広く認定され

る，ことが予測される。いわゆる専用品から中性品まで

拡大したものである（判決の蓄積を待ちたい）。客観的

要件を拡大したことと合せ，主観的要件が加えられた。 

 ②主観的要件であるが，その実施する物が，特許発

明に関することおよび直接侵害品として用いられるこ

とを知る，ことであるので，例えば侵害警告を受けた

後は明確にこの要件に該当することになる。 

 以上のとおり ①主観的要件のハードルが低いので，

②不可欠要件の主張・立証をしっかりと行えば，間接

侵害は認定されやすくなるのではないか。立法者の意

図もこの辺りにあるように思う。 

 ⅱ 従来の事例で，「のみ」要件で間接侵害を否定し

たものとして， 

 大阪地判 H13.2.1 （平11年(ﾜ)11841号，RSA シ

ステム事件） 

 東京地判 H12.7.18 （平11年(ﾜ)1346号，キャラ

クタ版下デザイン装置事件） 

(3) 間接侵害の対象物には，当然「物の発明」として

「プログラム等」も含まれるわけであるから，ソフト

ウエアのための部品モジュールが間接侵害の対象たり

うることになる。コンピュータ・システム特許（方法

特許も含む）における各システム用部材も含まれうる。

尚，システム特許における複数者における共同実施は

共同直接侵害としての問題であり，後述する。 

 等は従来からシステム特許といわれる部類の特許で

あるが，間接侵害との争点においては「のみ」要件が

一つのハードルとなって非侵害と結論付けられたもの

もある。 

 これらはプログラム（ソフト）特許そのものの判決

事例ではないわけであるが，システム特許という意味

では，I T 関連分野の従来の典型的特許形態であり，今

回の改正法により今までは否定された同様のものでも

今後は事案によっては侵害との逆の結論となる例も予

測される。 

(4) 間接侵害については，それなりに従来の判例の蓄

積もある。 

 平成 13 年 12 月に産構審知的財産政策部会法制小委

員会｢報告書｣（以下，報告書という）添付の資料によ

れば，旧法下のもとで間接侵害が争点となった判決例

数十件のうち 4割強が間接侵害の成立を認めている。  ⅲ 立証責任の問題 

 大阪地判 H14.4.25 （平11年(ﾜ)5104号，実装基

板検査位置生成装置および方法事件）は，やはりシス

テム特許に属する特許権であり，「のみ」要件について

は，大阪地裁の従来判決に従って「社会通念上，経済

的，商業的又は実用的であると認められる他の用途が

ない」ことに関し，他の用途がある点についての具体

 判例の中には，間接侵害の「のみ」要件を弾力的

に捉えて本条の適用を認めたものもある。（大阪地判

H12.10.24（製パン器事件），大阪地判 S54.2.16（昭

52 年(ﾜ)3654号事件）等） 

 逆に「のみ」要件の適用によって間接侵害を否定さ

れた事例も 30件程度存在する。 
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的な主張立証が被告側において何らないので，間接侵

害を認容した判決である。（他用途のないこと，の主張

立証責任は，間接侵害を立証する特許権者側にある，

とするのが通説・判例であると思われるが，本判決は，

この部分は分かりにくい）。システム特許関連で，従来

法の下で間接侵害を認めたものとして，一応参照事例

として掲げる。 

(6) 尚，間接侵害を認めるにあたり，直接侵害が前提

必要要件となるか否かについては，独立説（吉藤，設

楽他），中間説（松尾），従属説(羽柴，松本他多数説)

があるが，今回の改正法では触れられず，引続き判例

等の解釈に委ねられることとなった。 

 

３．教唆・幇助行為による関与 

(1) 教唆とは一口に言えば，システム特許権の直接侵

害行為をすべく他人を 唆
そそのか

す行為であり，幇助とはシ

ステム特許権の直接侵害をする他人を手助けする行為

である。これらは民法第 719 条 2項により，共同不法

行為者とみなされる。従って特許権の直接侵害者と連

帯して責任を負う。教唆・幇助は直接侵害の存在を前

提にする（従属説。但し直接侵害の存在が前提とされる，

という意味も現実に直接侵害者の認定まで必要との立

場から，抽象的に直接侵害の可能性をテスト（チェッ

ク）することで足りる立場が混在する）。 

 教唆・幇助の態様と特許法第 101 条の間接侵害の態

様とは一部重なる限度では教唆・幇助行為が間接侵害

として捉えられる（この場合，間接侵害の要件に該当

すると認められれば，特許法上の差止請求権が明文上

認められるので，残る問題としては，共同不法行為と

しての損害賠償を論ずることとなる。特に今回の平成

14年改正法により，間接侵害の範囲が明文上拡張され

たので，上述の過去事例の検討にもあるとおり，一層

間接侵害認容の事例が出てくるのではないか）。 

(2) 間接侵害と教唆・幇助は別々の概念である，とす

ると間接侵害者を教唆・幇助する態様も理論的には考

えられることになる（独立説，従属説で侵害の成否が

分かれてくる）。 

 

４．外国の法制 

(1) 米国の法制 

 米国特許法上，“contributory infringement”は，

“active inducement”を規定する第 271 条(b)と，“sale 

of component”に関する第 271 条(c)とから成る。 

 

第 271 条 

(b)“Active Inducement”（積極教唆的行為） 

 積極的に特許権の侵害を引き起こした者は，侵害者

として責任を負わなければならない。 

(c)“Sale of Component”（間接的侵害行為） 

 特許された機械，製品，化合物あるいは組成物

（combination or composition）の構成要素，又は特許

された方法を実施するために使用する材料（material）

あるいは装置であって，その発明の主要部分（a 

material part）をなすものを，特許権の侵害に使用する

ために特別に製造あるいは改造された（adapted）もの

であり，かつ実際上特許権を侵害せずに使用すること

の出来る一般的商品ではないことを知りながら，米国

内で販売を申し出，販売し，又は米国へ輸入した者は，

寄与侵害者として責任を負わなければならない。 

 

§271 

(b) Whoever actively induces infringement of a patent 

shall be as an infringer. 

(c) Whoever offers to sell or sells within the United 

States or imports into the United States a component of 

a patented machine, manufacture, combination, or a 

material or apparatus for use in practicing a patented 

process, constituting a material part of the invention, 

knowing the same to be especially made or especially 

adapted for use in an infringement of such patent, and 

not a staple article or commodity of commerce suitable 

for substantial noninfringing use, shall be liable as a 

contributory infringer. 

(2) ドイツの法制 

 ドイツ特許法第 10条 1項において，間接侵害に主観

的要点（知情要件）を要求する。然し「のみ」といっ

た客観的要件がなく，専用品でなくとも中性品や汎用

品でも間接侵害に該当しうる。 

 (注．産構審法制小委 2001 年 10 月配布資料参照） 

(3) 英国の例 

 英国 1977 年特許法第 60条 2項において間接侵害の

規定がなされており，構成要素の主要な部分について，

意識的にもしくは客観的にみてそのように判断すべき

状況において，無断で供給する物は特許権侵害者とみ
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なすとされる。 

 (注．詳しくは寄与侵害・間接侵害に関する研究 2001

年 3月(社)著作権情報センター 花村征志 参照） 

(4) これら欧米の規定が，今回の改正特許法の参考と

された法条である。 

５．著作権法の場合 

(1) 著作権法第 113 条に侵害みなし規定があり，刑事

罰としても第 119 条 2号，第 120 条の 2などによる拡

張的罰則規定がある。 

(2) 判決事例として間接侵害そのものを差止めた例は

ないようであるが，間接侵害的不法行為を認容して損

害賠償を命じた事例はいくつかある（ときめきメモリ

アル控訴・上告各判決（大阪高判平11.4.27，最高判

平13.2.13．HP），（ビデオメイツ上告判決最高判平

13.3.2．HP）。 

(3) ドイツにおいても間接侵害を認める判例があり，

又拡張規定により間接侵害を規制したものとしてコン

ピュータ・プログラム・プロテクションに関してドイ

ツ著作権法第 69条 f 項がある。 

 (注．前掲，著作権情報センター，角田雅芳 参照） 

(4) 英国 1988 年著作権，意匠，特許法第 22条ないし

26 条において著作権の場合の間接侵害について規定

してある。これらは secondary infringement 若しくは

indirect infringement と称される。同法第 96条 2項に

おいて，この secondary infringement の場合の差止請

求規定がある。 

 

Ⅲ システム特許権の侵害態様(2) 
１．システムが数箇所に分かれ複数者によって運用

されている場合の直接侵害共同行為および間接

侵害行為 

 システムが数箇所に分かれ複数者によって運用され

ている場合（複数者による侵害関与），共犯理論，共同

不法行為論等によって侵害構成要件該当性を整理して

いくこととする。 

 

２．システム特許権の共同侵害行為の差止請求（複

数者による共同直接侵害関与の場合） 

(1) ここでいう共同侵害行為とは特許権の実施態様別

（製造，販売）の共同侵害行為（垂直関係）や，同じ

実施態様者同士（メーカー同士）の共同侵害を論じる

ものではなく，複数者間でのあくまで特許権の構成要

件の一部分担行為の場合における直接侵害行為の責任

論である。 

(2) ⅰ 複数者によるシステム特許権の直接侵害共同

行為の差止請求権が認められるか否か。システム特許

権者 X のシステム特許の構成 A（サーバ）＋B（サー

バ）＋C（端末）に対応する侵害関与者が Y1（サーバ），

Y2（サーバ），Y3（ユーザ）の場合，Y1，Y2 は通常各

サーバを共同運営の相互認識ないしは客観的にそのよ

うに見なせる状況があれば，共同侵害者を認定するこ

とはできる（客観的行為共同），とすべきである。 

 又，行為の一部分担による共同認識（主観的要件）

が認められる場合まで共同直接侵害を認定する，とい

う結論として共同侵害の成立を拡大解釈することにも

特に不合理はないと思う。 

 ⅱ 次に端末ユーザである Y3 であるが，この Y3 に

対応する構成要件 C をどう解釈するかは，後述の共同

不法行為の場合で再述することであるが，一本筋で処

理は出来ないので，いくつかの工夫が必要であろう。 

 ①システム特許権の構成の主要部は，Y1，Y2 であり

Y3 は補助的構成に過ぎない，②構成要件 C における

Y3 は履行補助者に過ぎず，Y3 は，Y1，Y2 の共同行為

に包含される，③Y3 も共同侵害者であるが，Y3 は形

式的侵害共同者に過ぎない，等の論法があろう（尚，

もう少し時間をかけて整理したいところである）。 

 ⅲ 裁判事例として，あまり数はないようであるが，

例えば東京地判 H12.12.12（平12年(ﾖ)22138号，同

22139号，同22140号，同22152号の各事件，判タ

No.1050 251頁以下参照）は，上記のうちどの理論を

採っているかはかならずしも不明であるが，ビジネス

方法特許権の複数者による共同侵害行為は当然あり得

る，との前提で判断していることは確かである。 

 当該 4件いずれの事件においても，Y1（A サーバ），

Y2（B サーバ），Y3（C 端末）という構成から成り（少

なくとも 3者の構成が存在する），債務者は（本件は仮

処分事件なので相手方を債務者と称する）Y1 であるが，

Y2，Y3 は訴訟外であった。確かに Y1，Y2，Y3 から成る

債務者システムは，債務者が主催，運営していたこと

は事実であるが，法的に詰めてゆくと，Y2，Y3 は何故

訴訟当事者とする必要がなかったのか，それとも当事

者とすべきであったのか，この点には触れないで，特

許構成要件の非該当の理由により決定（却下）がなさ

れた。 
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(3) 「業として」の該当性（特許法第 68条）について 

 複数者によるシステム特許権直接侵害の場合におい

て，前記事例の構成要件 A，B はサーバ，C はユーザ端

末からなるような場合，サーバを管理する者は「業と

して」と言えるが，C はユーザ端末であって，通常

「業」とは言えない。 

 この事例の場合，共同直接侵害行為は成立するか否

か。上述(2)ⅰ，ⅱとも絡むところである。 

 サーバ A，B を管理する Y1，Y2 が「業」として運営

していること，ユーザーY3 はサーバ A，B を使用して

端末 C を利用するに際し，システムを利用するという

共同行為の認識（実施内容，結果の認識程度で足りる）

を互いに共有していれば，共同直接侵害と認定し，す

なわち，Y1，Y2，Y3 のうち一人でも「業」として運営

する者があれば共用認識のあるシステム全体の「業」

要件を認定し，Y1，Y2 を提訴することになる。Y3 は侵

害構成要件の一つではあるが，訴訟の対象からは上述

(2)ⅱの要件からして最終的には外れることになろう。 

(4) ⅰ ちなみに特許権侵害を刑事責任として問う特

許刑事法においては，特許権侵害の罪（特許法第196

条）等があるが，「罪刑法定主義」としての側面によっ

て厳格解釈されねばならないところを留意すべきであ

る。 

 ⅱ 参考までに公害訴訟の分野等における共同侵害

者による継続的法益侵害の場合に現在及び将来侵害の

共同侵害行為の差止請求が判例上認められる事例はあ

る。 

 

３．共同不法行為（複数者による共同直接侵害関与

の場合） 

(1) ⅰ 先ず，民法上の共同不法行為に対する救済は，

損害賠償が基本である（民法第709条，第719条1項）。 

 ⅱ システム特許の構成要件 A+B+C から為る場合，

A，B，C が各システム別主体 Y1，Y2，Y3により管理，

運用されているとすれば，Y1，Y2，Y3 による共同不

法行為に該当するか否かを検討することになる。 

 共同不法行為としてシステム特許侵害を論ずる場合，

基本的には損害賠償請求を中心に論ずる他はない（民

法第 719 条 1項，2項）。 

 サーバ A，B を管理する Y1，Y2 とユーザ Y3 は共同

不法行為の認識（実施内容，結果の認識程度で足りる）

を互いに共有していれば，共同侵害と認定し，Y1，

Y2 を提訴することになる。Y3 は形式的には侵害構成

要件の一つではあるが，訴訟の対象からは外れる。ち

なみに，元来民法上の狭義の共同不法行為とは，各自

行為者が不法行為の要件を充足しなければならないの

であるが（行為の独立充足性），前述のとおり行為の一

部分担による共同認識（主観的要件）が認められる場

合まで共同不法行為の成立を拡大解釈することは特に

不合理はないと思う。いずれにしても Y1，Y2，Y3 は取

り敢えず共同不法行為者である，との立論である。ち

なみに，民法上の共同不法行為の場合，集団的不法行

為において，行為独立の原則の例外として，共同の責

任を認めているが（民法第 719 条 1項後段），本件はこ

の事例とは異なるパターンである。 

(2) 履行補助者理論 

 民法の原則によるともっぱら他人の為の履行を補助

するものは，権利・義務の主体ではない。これを不法

行為の態様に応用するならば，履行補助者との関係で

他人が主侵害者である要件が認定されればその他人が

責任主体になる，と言えるのではないか。 

 従って，この法理を使えるならば，前述の事例で，

サーバ Y1，Y2のみを訴え，単なるユーザーY3を Y1，Y2

の履行補助者に準じて，責任主体から外して訴訟当事

者外とすることができるのではないか。 

 

４．教唆・幇助行為による関与 

 複数者による共同不法行為と教唆・幇助者との関係

は，単独直接侵害と教唆・幇助者との場合と異ならな

い。 

 教唆とは，システム特許権の直接侵害行為をすべく

他人を 唆
そそのか

す行為であり，幇助とは，システム特許権

の直接侵害をする他人を手助けする行為である。これ

らは民法第719条2項により，共同不法行為者とみなさ

れる。従って特許権の直接侵害者と連帯して共同不法

行為責任を負う。教唆・幇助は何らかの形での直接侵

害の存在を前提にする（従属説）。 

 

Ⅳ 共同不法行為における損害賠償請求上の問題 
 複数主体の関与による特許権侵害による損害賠償請

求の場合，各侵害当事者の損害賠償金額は，特許権者

に対する関係では連帯責任であり（民法第 719 条 1項

2項），これは不責正連帯責任である（判例，通説）。

共同責任者の中では責任割合に応じて，全額を特許権
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 ⅱ 国際裁判管轄については，日本の裁判事例として

認めたもの（管轄を認める要件として，①当事者間の

公平性，②裁判の適正・迅速の理念が条理上認められ

ること，③その他我国管轄否定すべき特段の事情がな

いこと，を要求する。最高裁 H13.6.8判決，判時1756

号，55頁以下参照。訴訟管轄は認めたものの，外国特

許権の効力は特許権属地主義の原則から，日本では効

力がないので結果として請求棄却（本案判決）とした

事例がある。東京地判 H11.4.22，判タ1006号，257

頁以下），又否定したものもある（訴訟要件に関して

の主張・立証が不十分として却下した例として，東

京地判 H13.5.14，一部却下，判タ No.1080，209頁以

下）。判決例自体も数多いところでもなく，国際問題（外

国の相手先との法律関係）もからむ分野であり，根気

の要る沈着なる分析が必要となろう。 

者に賠償した者は他の共同侵害者に対して求償権を行

使できる。 

 

Ⅴ クロスボーダ上の問題 
１．特許権侵害事件の国際問題としては，国際訴訟管

轄，国際私法（準拠法，実体解釈法），裁判書類送達手

続，判決の国際執行法等の問題がある。 

 ここでは，国際訴訟管轄，国際私法についてシステ

ム特許の観点で，以下触れてみる。 

 

２．インターネット等国際通信ネットワークを利用し

たビジネス方法特許をはじめとするシステム特許にお

いては，システム構成の一部（サーバ等）が海外に存

在する場合もある。この様に侵害者側のシステムの一

部が海外にあり，しかも同一人による各サーバの運

用・管理ではなく，複数者によって全体として共同運

営される場合もありうる。 

 

Ⅵ まとめ 
  以上，システム特許権侵害の場合の様々な問題点を

整理し，かつどのような処理方法が可能かについて概

括的な分析をしてみたところである。各項目について，

より一層の深化した論理展開がなされるべきである，

と自らをも更に鼓舞，叱咤するところである。 

３．(1) 先ず米国においては，判決事例において，デッ

カ社（原告）のナビゲーションに関するデッカシステ

ム米国特許権の構成要件に対応する物の一部が外国

（ノルウェー）に存在する場合に，米国特許権の侵害

を認めた（Decca Ltd. v. U.S., 544 F.2d 1070(1976)）。

その理由は，システムの主要部分が米国内において作

動し，ノルウェー所在の部分はシステム全体の一部と

して米国内でコントロールされている，とするもので

ある。 
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｢工業所有権法規沿革」IV・V巻 発行のご案内 

特許庁監修・日本弁理士会発行 

「工業所有権法規沿革」について，明治 4～平成 6 年にひきつづき，今回，平成７～12 年分

が完成しました。下記の方法で販売しますので，お申し込み下さい。いずれもセット販売に

限ります。 

Ⅰ～Ⅲ巻（明治 4～平成 6年）30,000 円（送料込）＋消費税 1,500 円 

Ⅳ・Ⅴ巻（平成 7～12 年）  22,000 円（送料込）＋消費税 1,100 円 

申込先:日本弁理士会 西田宛  FAX：03-3581-9188 

e-mail：XLL02710＠nifty.com 
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